
 

支部・ブロック・本部規程 

 

第１章 総 則 

 

（目 的） 

第１条 特定非営利活動法人 日本ファイナンシャル・プランナーズ協会（以下「協会」と

いう）は、定款第 3条の目的を達成するため、定款第 47条の規定に基づき、本部、ブロ

ック及び支部の組織及び運営に関して必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（本部、支部、ブロック） 

第２条 協会は、本部並びに下部組織として別表に掲げる区分で支部及びブロックを設置

する。 

２ 支部及びブロックは、連絡先として事務所を置く。 

 

（支部の活動範囲） 

第３条 支部の活動範囲は、都道府県単位の支部については各都道府県内、都道府県単位以

外の支部については本部が別途定める地域とする。 

 

第２章 事業及び目的 

 

（支部の事業及び目的） 

第４条 支部は、活動地域における公益活動として、生活者に対する FPフォーラム（講演

会・相談会）等パーソナルファイナンス教育を通じて、地域社会へのファイナンシャル・

プランニングの普及活動を行う。 

２ 支部は、資格認定会員に対する継続教育の支援活動を行うことができる。 

３ 支部は、一般会員、資格認定会員及びファイナンシャル・プランニングに関心のある有

志を集め定期的に勉強会を開催するスタディ・グループの指導・監督並びに支援を本部と

も連携して行うことができる。 

４ 支部は、本部からの要請に基づき、当該地域における本部の活動（有償での行政機関等

への講師・相談員派遣等も含む）に協力する。 

  

（ブロックの事業及び目的） 

第５条 ブロックは、支部の事業を支援し、支部相互の連絡・調整を行う。 

２ ブロックは、複数支部合同の事業を主催することができる。 

３ ブロックは、支部に対し予算の配分を行う。 

４ ブロックは、本部からの要請に基づき、当該地域における本部の活動（有償での行政機

関等への講師・相談員派遣等も含む）に協力する。 

 

（本部の目的） 

第６条 本部は、支部及びブロックを支援し、統括する。 

２ 本部は、支部及びブロックにおいて問題が生じた場合、その解決策を協議、検討する。 

３ 本部は、ブロックに対し予算の配分を行う。 

 

 

 



 

第３章 支部 

 

（支部の構成） 

第７条 支部は、支部に所属している一般会員及び資格認定会員をもって構成する。 

 

（所属支部） 

第８条 協会の一般会員及び資格認定会員は、入会と同時に、登録居住地を管轄する支部に

所属する。ただし、一般会員及び資格認定会員は、勤務先の所在地を管轄する支部へ所属

を変更することができる。 

２ 前項の登録居住地又は勤務地の変更があった場合、当該一般会員及び資格認定会員の

所属支部は当該土地を管轄する支部に変更される。 

 

（支部役員） 

第９条 支部には、支部役員として、幹事及び支部監事を置く。 

２ 幹事は、支部長 1名、副支部長 10名以内、合計 41名以内とする。 

３ 支部監事は、1名以上 2名以内とする。 

４ 支部の会員数等の実情からやむなく幹事又は支部監事の人数が前 2 項の規定人数を超

えるときは、その理由を添えて本部に対して申請し、理事長の承認を得なければならない。 

 

（支部運営委員） 

第１０条 支部には、支部役員以外で支部運営に協力する会員を、支部運営委員として置く

ことができる。 

 

（支部役員の選任） 

第１１条 支部長、副支部長、幹事及び支部監事の選任は、以下の手順を経たうえで、理事

長が任命する。 

（１）任期満了の支部役員及び支部運営委員の中から自薦、他薦に基づいて、支部幹事会

の議決により選出する。ただし、本部の承認を得た場合、支部役員及び支部運営委員以

外の者を選出することができる。 

（２）支部所属の一般会員及び資格認定会員に本部が定める方法により一定期間公示の

うえで、その信任を得る。ここで信任とは、当該期間内に支部所属の一般会員及び資格

認定会員の 5％以上の者が不信任票を提出しないことをいう。 

    

（支部運営委員の選任） 

第１２条 支部は、支部幹事会の議決によって、支部運営委員を選任することができる。 

 

（支部役員の兼任の制限） 

第１３条 支部長、副支部長、支部監事は、互いにこれを兼任することはできない。 

２ 支部監事は、幹事を兼任することはできない。 

 

（支部役員の任期） 

第１４条 支部役員の任期は 2年間とし、再任を妨げないものとする。なお、支部長の再任

は 3期 6年を限度とする。ただし、本部が特に認めた場合はこの限りではない。 

 

（支部役員の退任等） 



 

第１５条 支部役員は、支部幹事会の承認を得ることにより退任することができる。 

２ 登録居住地、勤務地の変更等により支部役員の所属支部の変更があった場合、当該支部

役員は自動的に支部役員の地位を失う。 

 

（支部役員の解任） 

第１６条 支部幹事会及びブロック会議において支部役員を解任する旨の議決がなされた

場合、理事長は、当該支部役員を解任することができる。ただし、支部幹事会は、その議

決の前に当該支部役員に対して弁明の機会を与えなければならない。 

２ 支部所属の一般会員及び資格認定会員の 30％以上の者が、支部に対して、支部役員を

解任すべき旨の申立を行った場合、理事長は、当該支部役員を解任することができる。 

 

（支部幹事会の構成、権能） 

第１７条 支部幹事会は、幹事をもって構成し、支部の業務執行を決定する。 

２ 支部幹事会は、次の事項を議決する。 

（１）年度事業計画及び年度予算計画の策定 

（２）支部の事業及び支出に関する事項                    

（３）支部事務所（専用事務所を除く）の設置、運営に関する事項 

（４）支部役員の選任に関する事項 

（５）支部運営委員の選任に関する事項 

（６）その他支部の事業の執行に関する事項 

 

（支部役員の業務） 

第１８条 支部長は、支部を代表してその業務を執行し統括する権限を持つ。 

２ 副支部長は、支部長を補佐するほか、支部長より要請があるとき、又は支部長が欠けた

ときにその業務執行を代行する。 

３ 支部監事は、半期毎に支部の業務執行状況を監査するとともに、財産及び会計を監査す

る。 

 

（支部幹事会の開催） 

第１９条 支部幹事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

 （１）支部長が必要と認めたとき 

 （２）幹事総数の 3 分の 1 以上から、会議の目的を記載した書面をもって招集の請求が

あったとき 

 

（支部幹事会の招集） 

第２０条 支部幹事会は、支部長が招集する。 

２ 支部長は前条第 2 号の規定による請求があったときは、その日から 1 ヶ月以内に支部

幹事会を招集しなければならない。 

３ 支部幹事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を少なくとも 7日

前までに通知しなければならない。 

 

（支部幹事会の議長） 

第２１条 支部幹事会の議長は、支部長若しくは支部長が指名した者とする。 

 

（支部幹事会の定足数） 



 

第２２条 支部幹事会は、幹事総数の 2分の 1又は 10名以上の出席がなければ開会するこ

とができない。ただし、支部及びブロックにかかわる事項を担当する本部の役員が、開催

予定の支部幹事会について定足数を充足することが困難な事情があるものとして、出席

する幹事の数が定足数未満である支部幹事会の開催を特に認めた場合はこの限りではな

い。 

 

（支部幹事会の議決） 

第２３条 各幹事の表決権は平等とし、支部幹事会の決議は、出席幹事の過半数をもって決

する。 

２ やむを得ない理由のため当該支部幹事会に出席できない幹事は、あらかじめ通知され

た事項について書面又は支部が指定する電磁的方法をもって表決することができる。 

３ 前項の規定により表決した幹事は、前条及び次条第 1 項の適用については、支部幹事

会に出席したものとみなす。 

４ 支部幹事会の議決について、特別の利害関係を有する幹事は、その議事の議決に加わる

ことが出来ない。 

 

（支部幹事会の議事録） 

第２４条 支部幹事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければな

らない。 

（１）日時及び場所 

 （２）出席幹事の人数及び氏名 

 （３）会議の目的、議事の経過概要及び議決の結果 

２ 議事録には、議長及び当該支部幹事会において選任された議事録署名人 1 名が署名し

なければならない。 

 

第４章 ブロック 

 

（ブロックの構成） 

第２５条 ブロックは、その地域区分の支部をもって構成する。 

 

（ブロック役員） 

第２６条 ブロックには、ブロック役員として、ブロック長、副ブロック長及びブロック監

事を置く。 

２ ブロック役員は、ブロック長 1 名、副ブロック長 3 名以内、ブロック監事 1 名以上 2

名以内とする。 

 

（ブロック役員の選任） 

第２７条 ブロック役員は以下の手順を経たうえで、理事長が任命する。 

（１）ブロック所属のブロック役員及びその経験者、並びに当該ブロック所属支部役員か

ら、ブロック会議の議決に基づき選出する。 

（２）ブロック内支部所属の一般会員及び資格認定会員に本部が定める方法により一定

期間公示のうえで、その信任を得る。ここで信任とは、当該期間内にブロック内支部所

属の一般会員及び資格認定会員の 5％以上の者が不信任票を提出しないことをいう。 

 

（ブロック役員の兼任の制限） 



 

第２８条 ブロック長、副ブロック長、ブロック監事は、互いにこれを兼任することはでき

ない。 

２ ブロック長及びブロック監事は、支部役員を兼任することはできない。また、副ブロッ

ク長は支部監事を兼任することはできない。ただし、本部の承認を得た場合はこの限りで

はない。 

 

（ブロック役員の任期） 

第２９条 ブロック役員の任期は 2年間とし、再任を妨げないものとする。なお、ブロック

長の再任は 3期 6年を限度とする。ただし、本部が特に認めた場合はこの限りではない。 

      

（ブロック役員の退任等） 

第３０条 ブロック役員は、ブロック会議の承認を得ることにより退任することができる。 

 

（ブロック役員の解任） 

第３１条 ブロック会議においてブロック役員を解任する旨の議決がなされた場合、理事

長は、当該ブロック役員を解任することができる。ただし、ブロック会議は、その議決の

前に、当該ブロック役員に対して弁明の機会を与えなければならない。 

 

（ブロック会議の構成、権能） 

第３２条 ブロック会議は、ブロック長、副ブロック長、そのブロック内の支部長（以下併

せて「ブロック会議構成員」という）をもって構成し、ブロックの業務執行を決定する。 

２ ブロック会議は、次の事項を議決する。 

 （１）年度事業計画及び年度予算計画の策定 

 （２）支部への予算配分に関する事項 

（３）ブロックの事業及び支出に関する事項 

 （４）ブロック役員の選任に関する事項 

 （５）その他ブロックの事業の執行に関する事項 

 

（ブロック役員の業務） 

第３３条 ブロック長は、ブロックを代表してその業務を執行し、統括するとともに、本部

及び各支部との連絡・調整を行う。 

２ 副ブロック長は、ブロック長を補佐するほか、ブロック長より要請があるとき、又はブ

ロック長が欠けたときにその業務執行を代行する。 

３ ブロック監事は、半期毎にブロックの業務執行状況を監査するとともに、財産及び会計

を監査する。 

  

（ブロック会議の開催） 

第３４条 ブロック会議は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

 （１）ブロック長が必要と認めたとき 

 （２）ブロック会議構成員総数の 3 分の 1 以上から、会議の目的を記載した書面をもっ

て招集の請求があったとき 

 

（ブロック会議の招集） 

第３５条 ブロック会議は、ブロック長が招集する。 

２ ブロック長は前条第 2 号の規定による請求があったときは、その日から 1 ヶ月以内に



 

ブロック会議を招集しなければならない。 

３ ブロック会議を招集するときは、会議の日時、場所、目的を少なくとも 7日前までに通

知しなければならない。 

 

（ブロック会議の議長） 

第３６条 ブロック会議の議長は、ブロック長若しくはブロック長が指名した者とする。 

 

（ブロック会議の定足数） 

第３７条 ブロック会議は、ブロック会議構成員総数の 2 分の 1 以上の出席がなければ開

会することができない。 

２ ブロック会議に出席できない支部長は、ブロック会議に関して、副支部長を代理人とす

ることができる。 

 

（ブロック会議の決議） 

第３８条 各ブロック会議構成員の表決権は平等とし、ブロック会議の決議は、出席者の過

半数をもって決する。 

２ やむを得ない理由のため当該ブロック会議に出席できないブロック会議構成員は、あ

らかじめ通知された事項について書面又はブロックが指定する電磁的方法をもって表決

することができる。 

３ 前項の規定により表決したブロック会議構成員は、前条及び次条第 1 項の適用につい

ては、ブロック会議に出席したものとみなす。 

４ ブロック会議の議決について、特別の利害関係を有する者は、その議事の議決に加わる

ことができない。 

 

（ブロック会議の議事録） 

第３９条 ブロック会議の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければ

ならない。 

 （１）日時及び場所 

 （２）出席ブロック会議構成員の人数及び氏名 

 （３）会議の目的、議事の経過概要及び議決の結果 

２ 議事録には、議長及び当該ブロック会議において選任された議事録署名人 1 名が署名

しなければならない。 

 

第５章 評議員候補者及び兼任制限 

 

（評議員候補者の推薦） 

第４０条 ブロックは以下の手順を経たうえで、地域の個人会員代表としての評議員候補

者を役員等候補者推薦委員会へ推薦することができる。 

（１）ブロック所属のブロック役員、支部長、副支部長経験者から、ブロック会議の議決

に基づき、ブロックから推薦する評議員候補者を選出する。なお、当分の間、ブロック

役員・支部長・副支部長から評議員候補者を選出することもできる。 

（２）各ブロックが推薦できる評議員候補者の人数上限は、別に定める。 

 

（本部役員との兼任） 

第４１条 ブロック役員及び支部役員は、監事を兼任することはできない。 



 

２ ブロック監事及び支部監事は、理事を兼任することはできない。 

 

第６章 本部 

 

（本部の構成） 

第４２条 本部は、常務理事会に置く。 

 

 

第７章 分割、統合 

 

（支部、ブロックの分割及び統合） 

第４３条 第 2 条の規定にかかわらず、支部及びブロックは、分割又は統合をすることが

できる。 

２ 支部の分割又は統合は、支部幹事会の議決を経て、本部の承認をもって発効する。 

３ ブロックの分割又は統合は、ブロック会議の議決を経て、本部の承認をもって発効する。 

４ 支部又はブロックを統合する場合の支部役員又はブロック役員は、統合時点の支部役

員又はブロック役員の中から選出する。 

５ 支部又はブロックを分割する場合の支部役員又はブロック役員は、分割時点の支部役

員又はブロック役員の中から選出する。ただし、本部の承認を得た場合はこの限りではな

い。 

 

第８章 事業報告及び会計・決算等 

 

（会計の原則） 

第４４条 支部及びブロックの支出は、予算に基づいて行わなければならない。 

 

（事業計画及び予算） 

第４５条 支部及びブロックは、協会の年度事業活動基本方針に則って年度事業計画及び

年度予算計画を作成し、本部へ提出しなければならない。 

 

（予算の配分） 

第４６条 本部は、支部及びブロック事業の予算をブロックに配分する。 

２ ブロックは、支部の事業の予算を支部に配分する。 

３ 前項の配分の方法は、各支部及び各ブロックの事業内容により調整するものとし、配分

する予算金額の一部は、毎年 12月度における協会の支部別又はブロック別の一般会員及

び資格認定会員の合計人数構成比により按分するものとする。 

 

（事業報告及び監査報告） 

第４７条 支部及びブロックは、事業終了の都度速やかに事業報告を本部に提出しなけれ

ばならない。 

２ 支部監事及びブロック監事は、半期毎に監査報告を本部に提出しなければならない。 

３ 支部及びブロックは、決算上剰余金が生じたとしても翌年度に繰り越すことはできな

い。 

 

（支出の制限） 



 

第４８条 支部又はブロックにおいて、1 案件あるいは 1 回の支出合計が 100 万円を超え

る場合には、予め本部に申請し、本部の承認を受けなければならない。 

 

（報酬等） 

第４９条 支部役員、支部運営委員及びブロック役員は、無報酬とする。ただし、支部は支

部役員及び支部運営委員に対して、ブロックはブロック役員に対して、業務を遂行するた

めに要した費用等を支給することができる。 

 

第９章 雑 則 

 

（改定） 

第５０条 本規程は、常務理事会の承認を経て改定することができる。 

 

（細則） 

第５１条 本規程の施行について必要な細則は、常務理事会の議決を経て定める。 

 

附則 

１．本規程は平成 13年 7月 2日から適用する。 

２．設立当初の支部並びにブロック役員の任期は、第 16 条（平成 16 年 3 月 1 日付け改定

前の条項）の規定にかかわらず平成 14年 3月 31日までとする。 

 

改定附則（平成 16年 3月 1日付け改定） 

1．本改定は、平成 16年 4月 1日から適用する。 

改定附則（平成 17年 11月 10日付け改定） 

1．本改定は、平成 17年 11月 10日から適用する。 

改定附則（平成 18年 11月 9日付け改定） 

1．本改定は、平成 18年 11月 9日から適用する。 

改定附則（平成 19年 11月 9日付け改定） 

１．本改定は、平成 19年 11月 9日（内閣府の定款変更認証日）から適用する。 

２．ただし、第 41条の規定は、平成 20年 4月 1日からの適用とする。 

改定附則（平成 20年 3月 6日付け改定） 

１．本改定は、平成 20年 4月 1日から適用する。 

改定附則（平成 29年 5月 11日付け改定） 

１．本改定は、平成 30年 4月 1日から適用する。 

改定附則（2019年 1月 10日付け改定） 

１．本改定は、2019年 1月 10日から適用する。 

改定附則（2020年 3月 12日付け改定） 

１．本改定は、2020年 3月 12日から適用する。 

改定附則（2020年 8月 6日付け改定） 

１．本改定は、2020年 8月 6日から適用する。 

改定附則（2021年 8月 4日付け改定） 

１．本改定は、2021年 8月 4日から適用する。 

 

 

別表：支部及びブロック（第 2条関係） 



 

ブロック 支 部 

北海道 道北・道東・道央・道南 

東 北 青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島 

関 東 茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川・山梨・長野・新潟 

北 陸 富山・石川・福井 

東 海 岐阜・静岡・愛知・三重 

近 畿 滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山 

中国・四国 鳥取・島根・岡山・広島・山口・徳島・香川・愛媛・高知 

九 州 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄 

 

 

 


